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平成平成平成平成３０３０３０３０年度年度年度年度    第第第第１１１１回回回回    御殿場市子御殿場市子御殿場市子御殿場市子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて会議会議会議会議    会議録会議録会議録会議録（（（（要約要約要約要約））））    
 １ 日 時   平成３０年８月２９日（水） 午前１０時００分～午前１０時４５分 ２ 場 所   御殿場市役所本庁舎５階 大会議室 ３ 出席者   本﨑肇委員（会長）、勝又清子委員（副会長）、滝口勝委員、天野晶子委員、 勝呂麻美委員、百々由美委員、砂山絵美委員、岩瀨詩織委員、勝又秀文委員、 吉田公美子委員、岩田眞宗委員、山﨑たつ子委員、山内陽子委員  計１３人 ４ 欠席者   山口高弘委員、永井しづか委員       計 ２人 ５ 事務局   計１２人 ６ 会議の内容 （１）開  会 （２）委嘱状交付 （３）あいさつ（市長） （４）自己紹介 （５）会長・副会長の選出 （６）説明事項 議題① 御殿場市子ども・子育て会議の趣旨について ＜議題に対する質疑応答＞  質疑応答なし  議題② 子ども・子育て支援新制度の概要について など ＜議題に対する質疑応答＞ 委 員：無償化は2019.10との事だが、市も同時期からの開始で決定か。 事務局：示されているのは方針なので確定ではないが、国が決定すれば、市も従うこととなる。 委 員：基本構想では、高根地区の保育所が５年以内にこども園化検討となっているが、５年以内に検討が進められるという事でいいのか。 事務局：構想は平成２７年度に公立施設の計画として策定されたものだが、検討にあたっては民間の動向や需給バランスを勘案して総合的に進めていく。なお、構想を受けて庁内の検討委員会を立ち上げており、具体的に検討を進めているところ。 高根地区は、５年以内の検討となっているが、市内全体の動向や情勢を踏まえた上で検討を進めているので、必ず５年以内に検討を開始するとは明言できない。ただし、構想にある以上は、近いうちには高根地区の検討に入ることになる。具体的な話が出てきたら地元と共に進めていきたい。 委 員：高根地区は幼稚園がない。印野地区はこども園が出来て解消している。 今は、農業では保育園に入れない。現状は地区外の幼稚園に行っているという相談も多い。 事務局：ご意見を踏まえて検討委員会に挙げていきたい。 委 員：無償化に関して、先日、子どもの保育料の通知で、早ければ来年度４月から御殿場市独自の負担軽減措置がなくなるかもしれない趣旨の紙が入っていて、周りでもかなり混乱が起こっている。 
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先ほどの話では、無償化は１０月からの「予定」ではっきり決まっていないと。そういう場合に国の方が始まってから見直すという事が出来ないのか。国が始めるのかわからない状況なのに、４月から見直されると、かなりの負担増で困る家庭が多いように周りでは話が聞こえてくる。 事務局：無償化については１０月からの予定で動いている。市は政策の優先順位を決めた中で動いている状況なので確定的なことは言えないが、いずれにしろ、来年度のなかで廃止の方向という動きがある。 具体的な時期は、不透明だが、市としてなるべく合わせた形でということを検討の一つとして考えているが、それを踏まえた上で最終的に市の方向性としてどこで決定するかというところで検討を進めているので、そこが決まるまで具体的なことはお伝えできない。 ただ、意向は伺ったのでそこを踏まえて内部で検討を進めていきたい。 委 員：通知がわかりにくくて、周りでお互いどういうことかを読み解きながら内容を整理したが、「４月から見直し」というのは「廃止予定」という意味ではなく、あくまでも見直しということで「廃止かもしれない」ということか。 事務局：現時点では４月からの廃止も可能性としてはあるという事でご理解いただければと思う。 委 員：それは追々通知が来るのか。 事務局：確定した時点で利用者にはお知らせをさせていただく。 委 員：確定の時期はいつか。 事務局：来年度予算の編成時に確定していないと予算が組めない。１月に最終確定するので、それまでには結論が出せるかと思う。 委 員：１月ぐらいには、こちらの方に伝わってくるということで理解した。 
 （７）報告事項 議題① 御殿場市子ども・子育て支援事業計画の実施状況報告について ＜議題に対する質疑応答＞  質疑応答なし 

 議題② 次年度における市内保育施設の設置認可の動きについて ＜議題に対する質疑応答＞  質疑応答なし  （８）その他 議題 次期子ども・子育て支援事業計画の策定スケジュール（案）について ＜議題に対する質疑応答＞  質疑応答なし 
 事務局：今年度は今回を合わせて年２～３回の開催を予定しており、次回の会議は１１月～１２月頃の開催となる予定。設置認可に係る案件及び平成３１年度の利用定員を協議事項として予定している。  （９）閉  会 


